
Ⅰ.点検実施状況
及び修繕着手等の状況



①．道路メンテナンスの点検修繕実施状況と
課題について



道路のメンテナンスに関する取り組みの経緯



橋梁、トンネル等の点検実施状況・判定区分（2019年度）《全国》

出典：道路メンテナンス年報記者発表資料（令和2年9月）



橋梁の損傷事例

出典：道路メンテナンス年報記者発表資料（令和2年9月）



判定区分Ⅲ、Ⅳの橋梁の修繕等措置の実施状況《全国》

出典：道路メンテナンス年報記者発表資料（令和2年9月）



判定区分Ⅲ、Ⅳのトンネルの修繕等措置の実施状況《全国》

出典：道路メンテナンス年報記者発表資料（令和2年9月）



判定区分Ⅱの橋梁の修繕等措置の実施状況《全国》

出典：道路メンテナンス年報記者発表資料（令和2年9月）



判定区分Ⅱのトンネルの修繕等措置の実施状況《全国》

出典：道路メンテナンス年報記者発表資料（令和2年9月）



橋梁個別施設計画の策定状況《全国》

出典：道路メンテナンス年報記者発表資料（令和2年9月）



判定区分Ⅳの橋梁の措置状況

出典：道路メンテナンス年報記者発表資料（令和2年9月）



〇 2019年度に地方公共団体が実施した橋梁点検のうち、職員自らが点検（直営点検）を実施した割合は16%。

〇 直営点検による点検実施者のうち、国土交通省の実施する研修を受講している割合は46%、民間資格保有のみは7%。

〇 委託点検による点検実施者のうち、国土交通省が実施する研修を受講している割合は9%、民間資格保有のみは51%。

〇 点検の精度向上するためには研修受講、民間資格の活用など点検技術の向上を図る必要があります。

2019点検実施橋梁の直営点検と委託点検の割合 点検実施者の保有資格や研修受講歴

※2019年度に点検を実施した橋梁のうち、報告があった
102,011橋を対象に橋梁数ベースで算出。（右図も同様）
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16 %

84 %

直営点検

16,496橋

委託点検

85,515橋

7 %

39 %

7%

47 %

研修受講かつ民間資格保有

研修受講のみ

民間資格保有のみ

研修・資格ともになし

(1,129橋）

(6,470橋）

(1,143橋）

(7,754橋）

直営点検 研修受講

(46％、7,599橋）

研修・資格ともになし

(7,754橋）

6%  3 %

51 %

40 %

研修受講かつ民間資格保有 (5,127橋）

研修受講のみ (2,584橋）

民間資格保有のみ (43,287橋）

研修・資格ともになし (34,517橋）

研修または民間資格

(60％、50,998橋）

研修・資格ともになし

(34,517橋）

委託点検

※1 研 修：国土交通省が実施する道路管理実務者研修又は道路橋メンテナンス技術講習
※2 民間資格：国土交通省登録技術資格（公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資

sする技術者資格登録規定に基づく国土交通省登録資格）

点検実施者の保有資格の状況



道路の老朽化対策の本格実施 ー計画的かつ集中的な老朽化対策ー



待った無しのインフラ老朽化対策 ～持続可能なメンテナンスサイクルの実現に向けて～

出典：R2.9.4 第13回道路技術小委員会資料より



維持管理・更新費の推計

1

2

3

4
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○予防保全の考え方によるインフラメンテナンスの実施を基本として、近年の取組の実績や新たな知見等をまえ、今後30年後
までの維持管理・更新費を推計。

○ 事後保全の場合には、維持管理費は最大2.4倍に増加するが、予防保全の場合には最大1.5倍に抑制できるという試算結果。
○ 予防保全の場合、今後30年間の地方を含めた維持管理・更新費の合計は、71.6～76.1兆円程度となる。
○今後、引き続き、新技術やデータの積極的活用、集約・再編等の取組による効率化を図り、持続的・実効的なインフラメン

テナンスの実現を 目指す。

※ 2018年度の値は、実績値ではなく、今回実施した推計と同様の条件のもとに算出

した推計値 凡例：〔 〕の値は2018年度に対する倍率

約1.9兆円

約1.7兆円

約4.1兆円
～約3.9兆円

予防 事後
2018(平成30)年

［予防保全］
最大1.5倍

［事後保全］
最大2.4倍

(兆円)

予防 事後
2028年

予防 事後
2038年

予防 事後
2048年

変動幅

分野 2018年度※ 5年後
(2023年度)

10年後
(2028年度)

20年後
(2038年度)

30年後
(2048年度)

30年間 合計
(2019～2048年)

道路 1.9
〔1.2〕

2.1～2.2
〔1.4〕

2.5～2.6
〔1.5〕

2.6～2.7
〔1.2〕

2.1～2.2 71.6～76.1

【参考】
国土交通省
所管12分野

合計 5.2
〔1.2〕

5.5～6.0
〔1.2〕

5.8～6.4
〔1.3〕

6.0～6.6
〔1.3〕

5.9～6.5 176.5～194.6

主な推計の実施条件

１．国土交通省所管12分野（道路、河川・ダム、砂防、海岸、下水道、港湾、空港、

航路標識、公園、公営住宅、官庁施設、観測施設）の国、都道府県、市町村、地方公

共団体、地 方道路公社、（独）水資源機構、一部事務組合（海岸、下水道、港湾）

、港務局

（海岸、港湾）が管理者のものを対象に推計。

鉄道、自動車道は含まれていない。このほかに、高速道路6会社は、維持管理・更新費
として

約19.4兆円（2019～2048年度）を予定。

２．更新時に、現行基準への適合のための機能向上を実施。
３．点検・修繕・更新等を行う場合に対象となる構造物の立地条件や施工時の条件等

により、施工単価が異なるため、この単価の変動幅を考慮し、推計値は幅を持った値

としている。

用語の定義

約2.7兆円
～約2.6兆円

予防保全

施設の機能や性能に不具
合が発生する前に修繕等
の対策を講じること。

事後保全

施設の機能や性能に不具
合が生じてから修繕等の
対策を講じること。

予防保全と事後保全の比較＜道路関係＞
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②．九州、長崎県の点検実施状況
及び修繕着手率



○九州全道路管理者の2019年度の点検実施状況は橋梁１７％、トンネル１６％、道路附属物
２５％。

〇九州の点検実施率は全国平均と比べ、橋梁・トンネルは同程度、道路付属物は平均より
７％高い。

〇九州全道路管理者の2019年度の点検において、早期又は緊急に措置を講ずべき状態（判定
区分Ⅲ・Ⅳ）の割合は、橋梁：８％、トンネル：１７％、道路附属物：８％。

橋梁、トンネル等の点検実施状況・判定区分（2019年度）

17
出典：道路メンテナンス年報（令和2年9月）より作成

※四捨五入の関係で合計値が100%にならない場合がある
※ （）は令和元年度末時点管理施設のうち点検の対象となる施設数

（撤去された施設や上記分野の点検の対象外と判明した施設等を除く。）

【２０１９年度の点検実施状況（九州版）】

2019年度 1巡⽬点検（実績）

（ 99.9％ ）

（ 99.9％ ）

（ 99.9％ ）

【２０１９年度の点検結果（九州版）】
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※四捨五入の関係で合計値が100%にならない場合がある
※ （）は令和元年度に点検を実施した施設数



橋梁、トンネル等の点検実施状況《九州・長崎県》

出典：道路メンテナンス年報（令和2年9月）より作成

※四捨五入の関係で合計値が100%にならな
い場合がある

※ （）は令和元年度末時点管理施設のうち点
検の対象となる施設数
（撤去された施設や上記分野の点検の対
象外と判明した施設等を除く。）

※道路付属物等：シェッド・大型カルバート
横断歩道橋・門型標識等

2019年度 1巡⽬点検（実績）

九
州

長
崎
県

【２０１９年度の点検実施状況（全管理者合計）】

○九州における２０１９年度の点検実施率は、橋梁１７％、トンネル１６％、道路附属
物２５％

○長崎県全道路管理者の２０１９年度の点検実施状況は橋梁１５％、トンネル１７％、道路
附属物２５％。



橋梁、トンネル等の判定区分状況《九州・長崎県》

【2019年度の判定区分割合（全道路管理者合計）】

○長崎県の橋梁における判定区分の割合は、早期に措置を講ずべき状態（判定区分
Ⅲ）が７％（１０７橋） 
○トンネルでは判定区分Ⅲが４２％（１５施設） 
〇道路附属物等では判定区分Ⅲが５％（３施設）
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※四捨五入の関係で合計値が100%にならない場合がある
※ （）は令和元年度末時点管理施設のうち点検の対象となる施設数

（令和元年度末時点で診断中の施設を除く） 出典：道路メンテナンス年報（令和2年9月）より作成

■Ⅰ　■Ⅱ　■Ⅲ　■Ⅳ



判定区分Ⅲ・Ⅳの橋梁の措置状況《九州・長崎県》

■ 九州

※ 平成26～30年度に点検診断済み施設のうち、判定区分Ⅲ、Ⅳ診断された施設で、
修繕（設計含む）に着手（又は工事が完了）した割合（令和元年度末時点）

■ 長崎県

出典：道路メンテナンス年報（令和2年9月）より作成

○長崎県の橋梁において、平成２６～３０年度に点検を実施し、次回点検までに措置を講ず
べき施設（判定区分Ⅲ・Ⅳ）における修繕に着手した割合は、

国土交通省管理：７９％、地方公共団体管理：３７％（うち市町村管理：３４％）
修繕が完了した割合は、
国土交通省管理：１４％、地方公共団体管理：２５％（うち市町村管理：２５％）



○長崎県の橋梁において、平成２６～３０年度に点検を実施し、次回点検までに措置を講ず
べき施設（判定区分Ⅱ）における修繕に着手した割合は、

国土交通省管理：３８％、地方公共団体管理：３％（うち市町村管理：３％）
修繕が完了した割合は、
国土交通省管理：５％、地方公共団体管理：２％（うち市町村管理：２％）

判定区分Ⅱの橋梁の措置状況《九州・長崎県》

■ 九州 ■ 長崎県

※ 平成26～30年度に点検診断済み施設のうち、判定区分Ⅱ診断された施設で、
修繕（設計含む）に着手（又は工事が完了）した割合（令和元年度末時点） 出典：道路メンテナンス年報（令和2年9月）より作成



○長崎県のトンネルにおいて、平成２６～３０年度に点検を実施し、次回点検までに措置を
講ずべき施設（判定区分Ⅲ・Ⅳ）における修繕に着手した割合は、

国土交通省管理：３３％、地方公共団体管理：２０％（うち市町村管理：２５％）
修繕が完了した割合は、
国土交通省管理：０％、地方公共団体管理：１５％（うち市町村管理：１０％）

判定区分Ⅲ・Ⅳのトンネルの措置状況《九州・長崎県》

■ 九州 ■ 長崎県

※ 平成26～30年度に点検診断済み施設のうち、判定区分Ⅲ、Ⅳ診断された施設で、
修繕（設計含む）に着手（又は工事が完了）した割合（令和元年度末時点） 出典：道路メンテナンス年報（令和2年9月）より作成



判定区分Ⅲ・Ⅳの道路附属物の措置状況《九州・長崎県》

○長崎県の道路附属物において、平成２６～３０年度に点検を実施し、次回点検までに措置
を講ずべき施設（判定区分Ⅲ・Ⅳ）における修繕に着手した割合は、

国土交通省管理：６０％、地方公共団体管理：０％（うち市町村管理：０％）
修繕が完了した割合は、
国土交通省管理：１０％、地方公共団体管理：０％（うち市町村管理：０％）

■ 九州 ■ 長崎県

※ 平成26～30年度に点検診断済み施設のうち、判定区分Ⅲ、Ⅳ診断された施設で、
修繕（設計含む）に着手（又は工事が完了）した割合（令和元年度末時点） 出典：道路メンテナンス年報（令和2年9月）より作成
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判定区分Ⅳの橋梁の措置状況《九州》

○２０１９年度末時点で判定区分Ⅳと診断された橋梁は、１０７橋となり、前年度
より１３橋増加しており、その対策として、撤去又は廃止された橋梁も２３橋
（予定含む）と前年度末より５橋増加

○２０１７年度から２０１９年度にかけて判定区分Ⅳの橋梁は４１橋増加

2017年度
判定区分Ⅳの

橋梁
66橋

2018年度
判定区分Ⅳの

橋梁
94橋

2019年度
判定区分Ⅳの

橋梁
107橋

出典：道路メンテナンス年報（令和2年9月）より作成

修繕・架替 機能転換 対応未定 撤去･廃⽌中（予定含む） 撤去･廃⽌済等



Ⅱ.点検及び修繕率向上に向けた
自治体支援について



①．点検及び修繕率向上に向けた
自治体支援について



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

R02.6月_第12回道路技術小委員会資料より抜粋



○ ガイドラインは、定期点検業務の中で受発注者が使用する技術を確認するプロセス等を例示。
○ 性能カタログは、国が定めた技術の性能値を開発者に求め、カタログ形式でとりまとめたもので、

受発注者が新技術活用を検討する場合に参考とできる。

発注者受注者

活用技術を協議

活用技術を承諾

新技術の性能カタログ

　新技術を選ぶ際に

　性能確認の参考として活用

新技術の性能カタログ

　協議のあった新技術の
　適用性や性能の確認に活用

技術を活用

技術を選定

点検支援技術の活用範囲や
活用目的等を明確化

業務委託の準備

業務委託
（技術活用を含む）

技術を確認

※予め道路管理者が点検支援
技術の活用範囲や活用目的
等を整理し、発注する場合

新技術利用のガイドライン

定期点検業務の中で受発注者が確認するプロセスを整理

1

ガイドライン・性能カタログの概要



損傷

外観から見える損傷

外観から見えない損傷外観から
見えにくい損傷

現在

今後

近接目視 打音・触診

健全性の診断 健全性の診断

画像撮影技術 その他詳細技術
＋ ＋

又は

画像診断近接目視

健全性の
診断

計測・モニタリング 打音・触診

健全性の
診断

その他
詳細技術

＋＋

ドローン等により
撮影した画像から
ＡＩ技術を活用して
自動診断

スクリーニング スクリーニング

＋

＋

※技術を適材適所に活用

　　Ｒ１
　　　・引張材
　　　・支承機能
　　　・洗掘
　　　・ＴＮ付属物

順次拡大順次拡大

Ｒ２Ｒ３

要素技術の公募（シーズマッチング型）

計測・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ技術
公募（ニーズ型）

非破壊検査

赤外線やﾚｰｻﾞｰ
計測等により
非破壊で検査

R元年度 技術公募を実施
【応募状況】
　・ニーズ型　２０件
　・ｼｰｽﾞﾏｯﾁﾝｸﾞ型　２７件

AIを活用した点検・診断技術の開発、計測・モニタリング技術の検証を進め、近接目視によらない点検方法をベストミックス

近接目視によらない点検方法の開発

3



計測・モニタリング技術の応募

道路技術小委員会

技術の検証

分野会議（橋梁・トンネル）

性能カタログへの掲載

定期点検業務で活用

技術の改良

分野会議（橋梁・トンネル）

道路技術小委員会6月

・国管理施設等での試験

・試験結果
・カタログ案のとりまとめ

・カタログ案の報告

技術公募・カタログ拡充の流れ

4

１月～２月

相談窓口（道路局）

画像・非破壊検査
技術の掲載希望



性能カタログ（案）の作成方針

技術の分類 検出項目 カタログ分類

画像計測技術
（橋梁：２４技術）
（トンネル：８技術）

点検技術者が目視の範囲で
残存強度や負荷を推定し、
健全性を診断

腐食・斜材の変状（２技術） 画像計測技術
カタログ（既存拡充）

ひびわれ（２２技術）（８技術）

非破壊検査技術
（橋梁：１１技術）
（トンネル：６技術）

腐食（１技術） 非破壊検査技術
カタログ（既存拡充）

き裂（１技術）

うき（７技術）（６技術）

漏水・滞水（１技術）

塩化物イオン濃度（１技術）

計測・モニタリング技術
（橋梁：２５技術）
（トンネル：３技術）

定量的な推定値に基づき
残存強度や負荷を判断し、
健全性を診断

変位（１０技術）（１技術） 計測・モニタリング技術
カタログ（新規）

張力（３技術）

反力（１技術）

振動特性（７技術）（１技術）

電位（１技術）

３次元座標（３技術）（１技術）

データ収集・通信技術
（３技術）

データ収集・通信（３技術） データ収集・通信技術
カタログ（新規）

○ 応募技術の特徴を踏まえ、画像計測技術、非破壊検査技術、計測・モニタリング技術、データ収集・通信技術に分類
○ 技術分類ごとに国がカタログ案を作成し、１月～２月の試験を通じて開発者がカタログ項目に対する性能値を整理

橋梁６０技術、トンネル１７技術、その他３技術　⇒　合計８０技術を掲載 5
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•

•

•

•
•
•

•

【令和2年6月30日付事務連絡
　_国土交通省総合政策局・道路局にて掲載通知】



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

性能カタログの拡充

参考資料（案）の作成

定期点検で活用する技術のレベル分け（案）

（調査検討事項）

定期点検の更なる効率化・合理化に向けた取組
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定期点検の参考資料

参考資料 性能カタログ ガイドライン

道路施設の形式、部位・部材、構造等の
条件、定期点検の目的等に応じて、定期
点検を実施する際の判断の考え方を整
理

点検支援技術の原理や適用条件、計
測プロセス、計測性能など、技術の性
能値を整理

定期点検業務の中で点検
支援技術を利用するにあ
たって受発注者が確認す
るプロセスを整理

共通 • モニタリング技術も含めた定期点
検の支援技術の使用について

• 監視計画の策定とモニタリング技
術の活用について

• 画像計測技術（拡充）
• 非破壊検査技術（拡充）
• 計測・モニタリング技術

• データ収集・通信技術

※性能カタログの留意事項を追記

• 新技術利用のガイド
ライン

橋梁 • 特定の状態を満足する溝橋の定
期点検に関する参考資料

• 水中部の状態把握に関する参考
資料

画像

２４
件

非破壊

１１
件

計測

２５
件 データ

３
件

トンネル • トンネル定期点検における本体工
（覆工）の状態把握の留意点

• トンネル定期点検における附属物
の状態把握の留意点

画像

８
件

非破壊

６
件

計測

３
件

○ 参考資料は、道路施設の形式、部位・部材、構造等の条件、定期点検の目的に応じて、定期点検を適切に実施する
にあたっての判断の考え方を整理するもので、今後、効率的な点検が可能となるよう、カタログとあわせて更なる拡充
を目指す。

凡例
黒字：Ｈ３１年２月策定
赤字：新規策定・拡充
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モニタリング技術も含めた定期点検の支援技術の使用について（参考資料）

○ 新技術利用のガイドライン（案）では不足している、モニタリング、センシング技術、非破壊検査
技術等の点検支援技術を定期点検に活用する際の判断の考え方についてとりまとめ。

■状態把握の記載

■参考資料の具体的な内容

○付録１　定期点検の実施にあたって
の一般的な注意点　

　（４）措置について
　（５）部材の一部等で近接目視によら

ないときの扱い

▲ケーブルの張力を計測 ▲川底の洗掘量を計測

○ 点検支援技術の特徴
（記載例）

○ 点検支援技術の注意点

（記載例）

○ 点検支援技術の活用の留意点

（記載例）

○ モニタリング技術も含め

た定期点検の支援技術

の使用について（参考

資料）

[状態把握の参考資料]

　モニタリング技術、センシング技術、非
破壊検査技術はいずれも構造物の応答
や挙動を表す工学量を、精度・頻度等を
明らかにしたうえで、計測・検知するため
の点検支援技術。

■変位、ひずみ、加速度等について、定
量的な情報の取得が可能。

■同じ条件、環境下であれば、一定の誤
差等の範囲で再現性が得られると期待。

■点検支援技術を遠隔操作することで、
現地に必ずしも人が滞在する必要がない。

■変状の進行性、最終的な部材等の破壊形態に与え
る影響、診断の目的も考えれば、変状の原因や変状
の種類や程度やその組合せについては、その把握に
求められる精度は異なる。

■温度変化の影響、構造物の左右上下の温度差など
構造物を取り巻く状況は一日の中でも常に変化し、ま
た、構造物は常に応答しつづけていることに、結果の
解釈の際には注意する必要がある。

■それぞれの技術が対象とする物理量、計測原理、及
び、原理上やむを得ない理論的な誤差特性、過去の
室内試験や現地の計測などで把握された誤差特性を
知ったうえで、それらを受け入れて用いることができる
ように使用の計画を立てるものである。

■性能カタログに記載のない機器についても、同様の
情報を開発者に求めることで比較検討すればよい。
ただし、開発者が全てを事前に想定できるものではな
いので、各機器の原理等も参考に、実際の適用や結
果の解釈や利用は、利用者が行うことになる。

■部材等の限界状態（強度や破壊形態）の評価、又
は、強度の評価を行うためには、部材等の有効断
面やそこに含まれる材料の物理的・機械的性質を
把握する必要がある。

■機器等によっては、特定の部位・事象に着目し、独
自の着眼点で健全性を評価するなど、いわゆる診
断の部分についても自動化を目指すものもある。
本資料における点検支援技術の概念を超えている
が、それらの情報の利活用自体は否定されるもの
ではない。ただし、利活用するとしても、知識と技能
を有するものが、構造物毎に、その解釈と活用方
法について適切に位置づけたうえで用いることが肝
要である。

■計測したい工学量に対して、実際には直接その量
を計測するのではなく、別途計測した値から何らか
の方法で換算するものもある。

■計測したい工学量を直接計測できるものなど、計
測結果が導出値になる場合もあり得る。



監視計画の策定とモニタリング技術の活用について（参考資料）

18

○ 計測・モニタリング技術を活用して措置の一つである「監視」の計画を策定するための考え方に
ついてとりまとめ。

■監視の記載

■参考資料の具体的な内容

○付録１　定期点検の実施にあたって
の一般的な注意点　

　（９）措置について

▲ケーブルの張力を計測 ▲川底の洗掘量を計測

○ 目的との整合性を確保するにあたっ
ての留意事項 （記載例）

○ 着目断面、部位等及び工学量の選定
に関わる留意点 （記載例）

○ 計測結果の利用・分析に関する留
意点 （記載例）

○ 監視計画の策定とモニ

タリング技術の活用に

ついて（参考資料）

[監視の参考資料]

　モニタリングは、監視において用いる計測・検知方
法の一つであり、個別部材に変状が起きたとしても、
橋の供用ができると判断されるものの残る不確実性
について、必要に応じて行う対応である。したがって、
監視の一部にモニタリング技術を使用する目的を明
らかにし、それに適合するように計画しなければなら
ない。

■直接補修するということでなく、たとえば当該変状
について進行要因を取り除くなど状態の変化がほ
ぼ生じない対策をした上で、措置効果や変状の経
過を計測又は検知する。

■突発的に致命的な状態に至らないと考えられる場
合に、または、規制、仮支持物による支持やバック
アップ材の設置などによりそのように考えることが
できる別途の対応を行ったうえで、着目箇所や事
象・方法・頻度・結果の適用方法などを予め定めて
挙動を追跡的に把握する。

■計測にて着目する点や事象は適切に選ぶ必要が
ある。なお、変状の進行、状態の変化という観点で
着目している部位・断面や事象と一致させる必要は
必ずしもない。

■原則は、機器等の計測範囲の特徴の範囲で、その
特徴を有効に活用するように、捉えるべき事象の設
定や対応する工学量の種類・オーダーについて計
画を立て、全体計画に調和させることである。

■計測結果に基づく適時の規制の実施等、予定され
る道路管理のための具体の準備がなされている必
要がある。

■現地の機器等の精度や動作環境、適用条
件や結果の解釈に関するキャリブレーション
が必要な場合がある。

■部材の応答には、他の部材との相互作用が
含まれることも、計測結果の解釈において考
慮する必要がある。

■計測結果の転送、モニタリング機器の維持
管理、定期的な再キャリブレーション等、モニ
タリング自体の維持管理も計画するのがよ
い。

【付録２】

道路橋におけ
るモニタリング
事例

【付録１】

　この資料で目的としてい
ないモニタリングも含めた
モニタリング全般の活用に
ついて

【付録３】

落橋事例におい
てモニタリングさ
れていた橋

【付録４】

洗掘、出水
を受けた橋
の被災事例
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トンネル定期点検における本体工（覆工）の状態の把握の留意点（参考資料）

○覆工の状態の把握において、うき・はく離、はく落の変状を対象に、点検箇所の一部等
において近接目視によらないときの扱いも含めて具体的な運用上の注意点や技術的留意
事項を記載。

■参考資料の具体的な内容

○ 覆工に発生する変状の要因

（記載例）

　状態の把握においては、道路トンネルの構造や
工法の特性、地質条件や環境条件などによって、
変状が道路トンネルの健全性に及ぼす影響が異
なることに留意する。矢板工法及び山岳トンネル
工法の主な特徴を以下に示す。

①矢板工法

• 覆工にも外力が作用する場合が多いため、外
力性の変状も有り得る

• アーチ部と側壁部の間に打継ぎ目があるため、
うき・はく離の頻発箇所となりやすい

• 覆工背面と地山の間に空隙が残りやすい

②山岳トンネル工法

• 特殊な場合を除き、覆工には外力が作用しない
ため、外力性の変状が発生している場合は特
に注意を要する

• 覆工背面には防水シートが施工されており、漏
水の発生は比較的少ない。そのため漏水が多
い場合は注意を要する

○工法の違いによる留意事項 （記載例）

　画像計測技術は、主にひび割れを検出する技
術が多いが、ひび割れの発生状況を把握すること
は、うき・はく離の発生を検出する上で有効な手
段と考えられる。画像計測技術には、車両に搭
載されたカメラやレーザーなどの計測機器により
覆工表面の状態を記録するもの等がある。最近
では、覆工表面の画像撮影を実施し、取得した
画像データを参考に変状展開図を作成、または
照合することで人力によるスケッチに比べて変状
の位置や規模等の確認や時間短縮等、点検ま
たは記録の効率化につながることから実施され
ている事例がある。

　非破壊検査技術には、専用の機器等の使用に
より遠隔からの打音計測を行い、うき・はく離の
発生を検出するもの等がある。なお、利用者被
害の可能性のあるうき・はく離については、ハン
マーを用いた叩き落とし等の応急措置を含めた対
応が必要なことにも留意する。

○点検支援技術の特徴 （記載例）

打音検査 覆工の変状（ひび割れ） 画像計測技術の例
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トンネル定期点検における附属物の状態把握の留意点（参考資料）

　トンネル内附属物の取付状態や取付部材の異
常の確認においては、異常の発生する原因にも留
意しておくとよい。異常の発生原因は，附属物の
種類・設置場所等によって異なるが、代表的な原
因として以下が考えられる。

①附属物自体の劣化等によるもの

• 経年劣化による取付部材の消耗，損傷、腐食等
• 附属物の長期間の稼働（荷重や振動等）による

損傷、変形、ボルト等の緩み、亀裂等
• 付属施設の劣化（油漏れ、水漏れ等）による損

傷、錆等

②外部（周辺環境等）からの影響によるもの

• 自動車の排気ガス等（漏水・塩分含む）による化
学反応、腐食等

• 温度の変化や湿度による取付部材の変形、劣
化、凍結等

• 車両等の衝突による損傷、破損、変形等
• 漏水および壁面の変状による腐食、変形等

　取付状態等の異常は、上記のような原因が複雑
に関連しあって異常の発生に至っている場合が多
い。これらの発生原因を十分に把握し、適切な点
検・整備を行う必要がある。

○トンネル内附属物の取付状態や取付部材の異常の確認を対象として、点検箇所の一部等に
おいて近接目視によらないときの扱いも含めて具体的な運用上の注意点や技術的留意事項
を記載。

■参考資料の具体的な内容

○異常の発生要因 （記載例）

○取付部材の具体例 （記載例） ○技術等の活用の留意点 （記載例）

　附属物の取付部材として、一般的に金属系アン
カーが用いられている。金属系アンカーの主な種
類を示す。また、金属系アンカーの覆工コンクリー
トへの固着方法は図に示すとおり、覆工コンクリー
トに挿入されたアンカーボルトの先端部が広がり、
覆工に食い込みことによって固着される。

触診作業（取付状態） アンカーボルトの脱落の例

　附属物の取付状態の確認において、点検箇所の
一部について、近接目視によらない新技術等を活
用した方法により、状態の把握を行う場合の技術
としては、変位や振動特性を検出することによる
計測・モニタリング技術等があげられる。こうし
た近接目視によらない新技術等やモニタリング技
術の使用を計画する場合においても、附属物等の
落下までに目立った変形等が生じない場合が多い
ことを踏まえると、新技術等の特徴や適用性を考
慮した上で、必要に応じて点検時の触診やバックアッ
プ材の設置を組み合わせることについても検討するの
がよい。
　計測・モニタリング技術を用いる場合は、目的
（常時モニタリング、ボルト等の抜け、緩み・がたつきの
検出、取付部材の変形・欠損等の検出等）を明確にす
る。
　計測・モニタリング技術により取付状態の異常
を検出する場合は、各技術の特性について確認す
る。目的に応じて各種技術を使い分けるのがよい。
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集約化・撤去等による管理施設数の削減



集約化・撤去等による管理施設数の削減



令和２年度からの撤去に係る補助要件の見直し



②．九州地方整備局の自治体支援



直轄診断について



直轄診断・修繕代行（呼子大橋）

○佐賀県唐津市が管理する呼子大橋（ＰＣ箱桁橋・ＰＣ斜張橋、橋長７２８ｍ）において、
平成２７年度に九州で初めての直轄診断を実施し、平成２８年度より修繕代行に着手

【呼子大橋の概要】

所在地：佐賀県唐津市呼子町殿之浦
路 線：市道呼子大橋線
建設年：１９８９年（２８年経過）

2500001210001100

V.C.L=250000

100

主橋部　494.25m

121000 1150100 100

取付橋部　233.60m

139960 93240100

橋長　727.85m

A2

P7
P6P5P4P3P2P1

A1

側面図
本土側 加部島側

斜張橋部断面図

道路メンテナンス技術集団による現地調査 唐津市副市長等への
調査状況報告



直轄診断・修繕代行（天大橋）

○鹿児島県薩摩川内市が管理する天大橋（橋長５１８ｍ）において、平成３０年度に直轄
診断を実施し、令和元年度に修繕代行新規事業化

側面図

標準断面図
至

出
水
市

至 薩摩郡

至 鹿児島市

N

薩摩川内市役所

薩摩川内
消防局

薩摩川内
警察署

天大橋

川内駅

修繕代行事業（P4～P12） L=329m

所在地：鹿児島県薩摩川内市平佐町
路 線：市道 隈之城高城線
供用年：１９８４年（昭和５９年）

▲直轄診断（H31.2.18） ▲上部工（床版下面）の
ひび割れ

▲中央ヒンジ部の垂れ下がり



定期点検要領の改定について

一般的なコンクリート橋 特定の溝橋

[８箇所]
○桁端部
○桁中間支点
○桁支間中央
○支間1/4部
○打継部・後打部・目地部
○定着部
○切欠部・ゲルバー部
○その他

[５箇所]
○頂版
○側壁
○底版
○翼壁
○その他

１）定期点検開始（Ｈ２６．７）から５年経過し、点検が一巡

２）点検の進捗に伴い、自治体から負担軽減等についての要望

３）点検支援新技術（写真撮影、非破壊検査等）の進展

○特定の小規模な橋（溝橋、 床版橋やH形鋼桁橋）に
ついて、変状項目や着目すべき箇所の特定等に
より作業量を低減

▲溝橋

１．損傷や構造特性に応じた点検対象の絞り込み ２．特徴的な損傷への対応（充実） ３．新技術の活用による点検方法の効率化

背景・必要性

見直しの概要 ※社会資本整備審議会 道路技術小委員会にて審議

○特定の水路カルバート等について、打音・触診
の省略や変状項目の特定により作業量を低減

○コンクリート、PC鋼材など埋込部や引張材につい
て着目箇所や留意事項を充実

○水中部材（パイルベントの腐食・断面欠損、洗掘など）

について、着目箇所や留意事項を充実
○自らの近接目視によるときと同等の健全性の診

断を行うことができると判断すれば、その他の
方法による場合も近接目視を基本の範囲

▲パイルベントの断面欠損

▲橋脚の洗掘

▲PC鋼材の突出事例

▲破断箇所の修復

▲潜水士による洗掘調査 ▲水中カメラによる定期点検

▲崩土等の堆積

スノーシェッド頂版

▲継手からの土砂流出

大型カルバート

▲橋梁の損傷写真を
撮影する技術

▲トンネルの変状写真を
撮影する技術

▲コンクリートのうき・はく離を
非破壊で検査する技術

特定の溝橋

○ひびわれ
○床版ひびわれ
○その他

▲RC単純床版橋 ▲単純H形鋼桁橋

うき・はく離等の発生状況か
ら、二回目以降の点検におけ
る打音検査の範囲を例示

○狭あい部、水中部など、近接目視の困難箇所で
は打音や触診等に加えて、必要に応じて非破壊
検査や試掘を行い、詳細に状態を把握

▲桁端部や支承まわり
の狭あい部

▲シェッド頂部の主梁端部
（破断の例）

▲杭の水中部
（腐食・断面欠損の例
）

新技術利用のガイドライン

新技術の性能カタログ

着目すべき箇所変状項目

変状項目

○二回目以降のトンネル点検において、打音検査の
範囲を特定することで打音検査の作業量を低減

※近接目視は全面実施

○シェッド等の土工構造物について、経年変化
（崩土の堆積や基礎地盤の変状等）の影響を充実

一般的なカルバート
利用者被害の

おそれがないカルバート

[７項目]
○ひびわれ
○うき
○吸い出し
○洗掘、不同沈下
○附属物等の変状
○路上施設の異常（内空道路）

[４項目]
○ひびわれ
○吸い出し
○洗掘、不同沈下
○舗装の異常（上部道路）

○舗装の異常（上部道路）



溝橋の定期点検実務講習会の開催について （R1からの継続）



点検支援技術活用講習会の開催について （R1からの継続）



九州地方整備局 TEC-DOCTOR制度の概要



技術支援の事例＜Ｈ３０年度熊本県石橋点検＞

○自治体支援の一環として、熊本県湯前町より相談を受け、架設時から100年以上経過し
ている湯前町管理の下町橋を大学教授や国土技術政策研究所等により技術助言。

・橋梁名 ：下町橋
・管理者 ：熊本県湯前町
・橋 長 ：18ｍ
・架設年度：1906年（明治39年)
・構造形式：石造アーチ橋

実施日：平成31年度1月17日
参加者：
・熊本大学教授
・国土技術政策総合研究所職員
・国土交通省職員
・熊本県職員
・湯前町職員

技術支援内容
点検方法や補修方法についての技術助言
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